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研究成果の概要（和文）： 小中一貫校の教育的効果とデメリットについて、心理学と教育学の手法を用いて科
学的に検証することを目的とした。心理学アンケートでは、施設一体型小中一貫校と非一貫校の児童生徒を比較
して「共同体感覚」「リーダーシップ」「学習への取り組み」「向学校的行動」などの指標について大規模アン
ケート調査を行った。非一貫校の6年生以上でポジテイブな傾向が見られ、一貫校での小学校高学年以降の「リ
ーダーシップ」の獲得などについて課題が検証された。
　教育学分野では全国の義務教育学校の状況、広島県呉市の全国で最初に開設されたの小中一貫校の制度目的の
変化（中1ギャップ」「発達の早期化」から「スタンダード」へ）が検証された。

研究成果の概要（英文）：　This study verifies the educational effectiveness and the demerit of the 
unified elementary and secondary school system in japan by the methods of psychology and education. 
By method for questionnaire survey of students, we compared the unified elementary and secondary 
school and the schools that follows the regular curriculum. Especially it used Leadership ,
cooperative feeling as indexes. It become clear that the sixth grade students showed negative trends
 in the unified schools. Compared with this the regular school students from 6th to 9th grade show 
positive trends.  
           

研究分野： 教育方法学

キーワード： 小中一貫教育　学校統廃合　学校間移行　発達心理学　児童生徒の精神的健康度　教育課程　教育行政
学　学校制度複線化
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　小中一貫校と非一貫校を同一条件で比較した研究が非常に限定されているため、本研究チームが継続して行っ
ている大規模な児童生徒を対象にしたアンケート調査の持つ学術的意味は大きい。
　また、全国で、自治体が小中一貫教育導入を伴う学校制度の再編に着手し、紛争化しているケースが多く見ら
れる。本研究は小中一貫教育の教育的効果やデメリットを科学的に検証し、アンケート結果等に基づいた具体的
な課題を提起しているため、政策決定の科学的根拠を与える判断の材料として社会的な意味は大きいと思われる

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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小中一貫校の総合的研究 

 
１．研究開始当初の背景 
 2015 年の学校教育法改正により新たな学校種として「義務教育学校」が法制化され、2016
年度に最初の 22 校が開設された。その後、2017 年度に 26 校、2018 年度に 30 校、2019 年
度に 12 校、2020 年度に 34 校が開設されている。都市部の大規模校と、過疎地の小規模校
に二分される傾向が見られる。小規模校は、地域に学校を存続させるために、小学校と中学
校を統合する方法を選択したケースが多く見られた。 

しかし、施設一体型小中一貫校で行われる小中一貫教育の教育的効果やデメリットについ
ては必ずしも明らかにされていない。本研究グループは、2012 年～2014 年度に「小中一貫
教育の総合的研究」、2015 年～2017 年度に「小中一貫教育の総合的研究」と継続的に、施
設一体型小中一貫校と非一貫校の児童生徒の精神的健康度に関して縦断的な比較調査、お
よび教育学の手法による教育政策、学校制度、教育課程の研究を行ってきた。 
 
２．研究の目的 
 
（１）心理学調査 

 他者を援助する主体としての児童・生徒の姿を明らかにするために，援助行動という指
標を用いた。援助行動は，友達に対して，児童・生徒自身が何らかの援助をするという項目
から構成されている。児童・生徒の学校生活における主体性を発揮している姿，学校に関与
している児童・生徒の姿を捉えるため，「集団への所属意識（共同体感覚）」，「他者への援助
（援助行動）」，「他者との関わり方（リーダーシップ）」，「学習（学習への取り組み）」，「学
校生活への積極的な関与（向学校的行動）」，以上５つの指標を取り上げた。そして，小中一
貫校と非一貫校を比較し，児童・生徒の学校における主体的な姿に，どのような違いが見ら
れるのかを明らかにすることを調査の目的とした。 
 
（２）教育学調査 

全国の小中一貫校の開設状況、いくつかの小中一貫校の実態について調査研究を行った。
特に、特徴的な事例として、広島県呉市、東京都品川区、足立区、杉並区などの一貫校の事
例を対象とした。 
 呉市の小中一貫校の教育課程の変遷についても検証を行い、小中一貫教育導入の根拠と
なった「中 1 ギャップ」「発達の早期化」から、小中一貫で統一する「スタンダード」への
強調の移行について集中的に検証した。 
 
３．研究の方法 
 
（１）心理学調査 

2018 年、2019 年、2020 年に渡って縦断的な大規模アンケート調査によって、施設一体
型小中一貫校及び非一貫校（普通の小学校・中学校）の児童生徒の精神的健康度を中心に比
較的な調査研究を行った。 
 
（２）教育学調査 

2018 年、2019 年、2020 年に渡って縦断的な大規模アンケート調査によって、施設一体
型小中一貫校及び非一貫校（普通の小学校・中学校）の児童生徒の精神的健康度を中心に比
較的な調査研究を行った 
 
４．研究成果 
（１）心理学調査 ６年生，７年生，８年生，９年生になったときには，非一貫校の児童・
生徒において，「援助行動」，「リーダーシップ」，「学習への取り組み」，「向学校的行動」の
高さが見られた。非一貫校の場合，６年，７年，８年，９年頃の小学校高学年から中学段階
にかけて主体的に学校で生活する姿を確認することができた。特に，６年生における得点の
高さが散見された。一貫校のポジティブな側面として，学校生活を捉えるための指標が，４
年生において高いことが挙げられた。 

これは，カリキュラムが４・３・２制となっていることが１つの理由として考えられる。
４・３・２制度では，１年生から４年生までを１つの区切りとして考える。小学校４年生を
小学校段階における最初の目標として，教科指導や学校行事を組み立てていった結果，４年
生のときの一貫校の児童の方が，学校生活における主体性を発揮できていたのかもしれな
い。 

一貫教育の特色として，一部の教科において小学校と中学校の間で教員の乗り入れ授業，
小学校段階，中学校段階を超えた指導内容の入れ替え，「スタンダード」といった生活指導



の方針を小中学校で揃えるような取り組みが行われている。このような小学校と中学校と
の間で行われる交流が，一貫校と非一貫校の違いを生み出していると考えられる。最上級生
として学校生活に主体的に関わる経験が少ない一貫校という学校環境や，４・３・２制とい
った学年区切りが，児童期から思春期への発達にどのような影響を与えるのかは，今回の結
果だけで論じるのではなく，長期的に子どもの学校生活を捉える調査によって，さらに知見
を積み重ね，慎重に議論していく必要があるだろう。 

「共同体感覚」の下位釈度である「所属感・信頼感」（図 4-1）、および「共同体感覚」の
解釈度である「情緒・所属的サポート」は上記の変化を示している。 
 

 

 

（２）教育学グループ  
 
小中一貫校が、広島県呉市で文科省の研究開発学校制度を利用して開設された 2000 年か

ら今日に至るまで、その政策的な意図に着目して 3 つの時期区分に分けて分析を行った。 
１つの学校制度に対して、時期によって異なった制度目的 －必ずしも教育的なもので

はない －が課せられた結果が今日の小中一貫校制度を特徴づけていると思われる。 
第 1 に、2000 年に広島県呉市で、文科省の研究開発学校制度を利用して 2 小学校 1 中学

校を小中一貫校にする試行が行われたことを契機に、それに着目した品川区、京都市などの
自治体が内閣府総合規制改革会議の「教育特区」制度を活用して小中一貫教育を拡大してい
った時期に着目した。この時期に小中一貫校制度の原型ができる。 
品川区の小中一貫校は、全国の新自由主義的教育改革の先行モデルとして位置付けられ

ることになるが、後に制度的な課題が顕在化していきトーンダウンする。 
広島県呉市の小中一貫教育は、2000 年当初、文科省の「研究開発学校」制度としてスタ

ートした際は、「中 1 ギャップ」「発達の早期化」を根拠とする「4・3・2 制」の小中一貫カ
リキュラムの実施をその根拠としていたが、2010 年代になって、小中で教育活動や教育方
法を揃える「スタンダード」の導入と実施に重点づけられるようになった。これは全国的に
も見られる傾向である。第 2 に、2010 年頃から経済産業省、財務省などが先行して「グロ
ーバル人材養成」とそれを実現するための「複線型」学校制度を提起するようになったこと
を受けて、2012 年に登場した第 2 次安倍政権のもとで「戦後の学制大改革」と称する改革
が進められる。その中で小中一貫教育を行う「義務教育学校」が新たに導入された。全国的
な「義務教育学校」の解説状況、都市部の大規模校と過疎地で地域に学校を存続させるため
に小学校と中学校を統合する小規模校に 2 分される実態について明らかにした。 
 第 3 に、前の時期と重複してくるが、2014 年にスタートする「地方創生」政策のもと

で総務省が全自治体に提出を「要請」した「公共施設等総合管理計画」を背景として、学校
統廃合の方途の１つとして小中一貫校が多用されるようになる。施設「複合化」等への財政
誘導も伴いさらに推進されていく。いずれにせよ、「教育的」な理由をまといながら、政策
的、財政的な動機で制度が推進されていった点に特色がある。 



 
（３）今後の課題 
今後の課題として、3 期に渡って児童生徒対象のアンケート調査を実施してきたが、一貫

校、非一貫校を比較して、教師、保護者を対象とした意識調査を行い、その相関関係を検証
したいと考える。本調査で明らかになった施設一体型校の「6 年生問題」について、より要
因、背景などを深めて調査研究していくことも重要であろう。 
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